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人権教育・啓発の推進

（１）人権啓発等関係記事の市広報誌への掲載回数

目指すべきまちの姿 差別や偏見について、一人ひとりが考えられる機会と場所が充実し、誰もがお互いに認め合い、共に暮らせる共生社会になっています。

●主要施策と概要 この１年間の成果及び反省点 担当課 評価

（１）人権教育・啓発の推進
・ 幼児から高齢者まで市民一人ひとりの人権意識を高めていくため、保育所、学
校、地域など様々な場を通じて人権教育、啓発活動を効果的かつ継続的に推進しま
す。
・ 市広報、ホームページによる周知を行います。

・保育所において紙芝居を見せ、幼少期から人権教育に取り
組んでいます。
・中学校ではスマホ携帯教室を行い、ネット上でのいじめを
なくすように呼びかけました。
・広報やホームページに人権擁護委員活動の記事を掲載して
いますが、周知不足を感じるため、より効果的な周知方法を
検討します。

福祉課 B

（２）人権問題に関する相談体制の充実
・ 人権擁護委員、法務局、民生委員などとの連携のもと、人権問題に関する相談体
制を充実していきます。

・小中学校へSOSミニレターのお知らせ、広報車による人権
巡回啓発、広報やホームページに心配ごと相談所の開設日時
を掲載し、周知を行っています。

福祉課

施策コード 基本目標 【協働・行財政】市民と行政がつながり、共につくるまち

６ ４ 施策目標 人権啓発等の推進
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●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値
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目指す方向
性

中間値
(2022年度)

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

回 7 12 8 9

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 必要度 達成度
施策
貢献度

事業実施状況に関する所見

施策の今後の方針
すべての人が人として尊重され、自由かつ平等で差別されない社会を目指し、安心で安全な暮らしができる社会を実現するため、啓発活動を推進
します。

該当なし


